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◆午前10時２分開議 

 

▼○議長（池田一）▽ おはようございます。これ

より会議を開きます。 

 日程第１、「諸般の報告」をいたします。 

 ９月10日に開かれました決算特別委員会で正副委

員長の互選が行われ、お手元に配付の名簿のとおり

選出されましたので、御報告いたします。 

 日程第２、「県政一般に関する質問及び知事提出

議案に対する質疑」を行います。 

 各会派の代表質問を行います。 

 質問の通告がありますので、議長が指名して順次

発言を許します。 

 自由民主党島根県議会議員連盟代表中村芳信議

員。 

 〔中村芳信議員登壇、拍手〕 

▼○中村芳信議員▽ 中村芳信です。自由民主党議

員連盟を代表しまして質問を行います。 

 まず、消費税について伺います。 

 今年前半は、ロシアのウクライナ侵攻に起因する

コストプッシュ型インフレとともに、近年の国によ

る緊縮財政によるサプライロス型インフレも加わっ

て、その対策として消費税やその税率の在り方が、

参議院選挙もあり、国政において大きく議論をされ

ました。しかし、各党の訴えのうち、その幾つか

は、残念ですが、消費税の本来の姿を踏まえない上

での訴えであったように思っています。 

 消費税について議論を始める前に、まず確認をし

ておかなければならないことがあります。それは、

消費税、消費税と言いながら、消費税法にはその肝

腎な消費者という言葉がどこにも出てこないという

ことです。消費税の納税義務者を定めた第５条に

は、事業者は国内において行った課税資産の譲渡等

につき、この法律により消費税を納める義務があ

る。そして、課税の対象は、第４条に、国内におい

て事業者が行った資産の譲渡等には、この法律によ

り消費税を課すると記されています。いずれにせ

よ、消費税は、消費者にではなく事業者の事業取引

に課せられる税であり、納税義務者は消費者ではな

く事業者であります。我々が受け止めている印象と

はまるで違いますが、執行部にはこの点をどう認識

されていますか、伺います。 

 次に、立憲民主党は、食料品の消費税の税率を原

則１年間に限って０％に引き下げることを訴えまし

た。しかし、私には、立憲民主党や日本維新の会、

社民党、日本保守党も訴えた食料品の税率が０％に

なっても、低所得者対策にはならないのではないか

と考えます。 

 まず、消費税は事業者に支払い義務がありますの

で、食料品の消費税率が下がっても、その値段が

８％下がるということではなく、食料品を生産、販

売する事業者の納税額が８％下がることになりま

す。しかし、生産、販売する事業者は、消費税の納

税額が下がったからといって、販売価格を下げる義

務はありません。なぜなら食料品の販売価格は、消

費税ではなく需要と供給の関係あるいは市場の論

理、また当事者間の力関係で決まるものであるから

です。要するに私たちは消費税の幻想にだまされ、

食料品の消費税率を０％にすれば、食料品の価格は

８％下がるはずだと思い込んでしまっているので

す。実際は時価なので、くどいようですが、価格が

８％下がる保証はどこにもありません。 

 それどころか、この場合、飲食店などの個人事業

主は消費税率８％が０％になることによって逆に増

税となります。なぜならこれまで食料品はインボイ

スのある経費として課税仕入れに入る経費であった

ものが、これが０％になることによってインボイス

なし経費となって、消費税の課税対象経費が増え、

消費税額が増えることになります。つまり増税にな

り、おまけに食料品の消費税率が０％になった場

合、これらの飲食店は空気的に値下げを求められる

ことになります。下手をすると食料品を仕入税額控

除できない上に、反対側で値下げをせざるを得なく

なり、当然経営は苦しくなります。 

 また、現在、飲食に関して言えば、店内飲食

に10％、持ち帰りに８％の消費税がかけられていま

す。しかし、我が国の大手飲食業者の場合、持ち帰

りと店内飲食を分けて価格を設定しているケース

と、両者を区別しないで同じ価格で提供しているケ

ースがあります。このうち区別しないケースは、も

ちろん低所得者対策にはなりません。また、両者を

区別しないで同じ価格で提供してるケースから特に

言えることが、値段は他社との競争を踏まえ企業が

決めているのであって、消費税そのものが価格の決

定にあまり影響していないことが分かります。 

 ともあれ、執行部には、立憲民主党や日本維新の

会、社民党、日本保守党が主張した食料品の消費税

率０％への軽減についてどう評価をしますか、お聞
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かせをください。 

 また、食料品の税率８％に関連して、現在、我が

国の消費税は標準税率の10％と軽減税率の８％の２

種類があります。しかし、この軽減税率の導入によ

って、関係する事業者の負担がかえって増えるとい

うことを指摘しておかなければなりません。 

 例えば売上げが1,200円、食材の仕入れが500円、

その他の支出が250円であったとして、消費税10％

の場合の仕入税額控除は売上げ120円、食材の仕入

れ50円、その他の支出25円となり、消費税額45円。

８％の場合は、売上げが同じく120円、食材の仕入

れはこの場合は40円、その他の支出は同じく25円と

なり、消費税額が55円となります。この場合、事業

者、飲食店の負担は●10％●増えることになりま

す。 

 このように、軽減税率の導入によって関係する事

業者の負担がかえって増えることになります。この

点、執行部はどのように捉えておられますか、お聞

かせをください。 

 次に、近年、政府も労働組合もこぞって経営者に

従業員の賃金を上げるよう働きかけ、要請をしてい

るところです。また、各最低賃金審議会の答申も、

賃上げの答申が続いています。しかし、賃金を上げ

るには、消費税がかえって邪魔になるのではないか

と考えます。どういうことか。まず、賃金を上げる

と事業者のコストが増え、会社の利益が減ります。

そして、会社の利益が減ると法人税が減ります。賃

金を上げると、法人税は自動的に減税になります。

つまり賃上げした分の幾らかは法人税で補填してく

れる。そうした自動調整機能が法人税には備わって

います。したがって、法人税が減税になるなら、経

営者も税金を払うより給料を従業員に払おうという

気になりますし、授業員にとっても賃上げやボーナ

スはうれしく、これは双方にとって喜ばしいことで

す。 

 しかし、この場合、消費税はどうなるのでしょ

う。法人税は利益だけに課税されるのに対し、消費

税は利益プラス人件費が主である非課税仕入れに課

税されるものですから、仮に賃上げをして人件費を

増やすと、利益は減るけれども利益プラス非課税仕

入れの総額は変わりません。したがって、消費税は

減税にはならないということになります。つまり法

人税は賃上げしたら減税にはなるけれども、利益は

減り、消費税は変わらず取られるということなの

で、賃上げをしても税金は取られ、経営は苦しくな

るということになります。 

 加えて、消費税が事業者の利益と人件費が主であ

るところの非課税仕入れという付加価値にかけられ

る税であるということは、非課税仕入れを少なくす

るため、企業は従業員を正規職員として雇用するよ

りも、外注化したり、非正規の契約社員として雇用

するほうが節税効果も出てくることから、この国の

雇用形態を不安定なものとしています。 

 ということで、消費税はこの国の雇用や雇用の形

態に多大な負の影響をもたらす問題の多い税制であ

るとも認識しています。執行部はどのように捉えま

すか、お聞かせをください。 

 さて、懐かしい話ですが、かつてサラリーマン新

党という政党がありました。そのサラリーマン新党

が、我が国に消費税が導入された平成元年、仕入税

額控除制度の不合理や事業者免税点制度の不合理な

どを訴え、国、当時の竹下総理大臣に対し、訴訟を

起こしました。 

 訴えの内容は、消費税の納税義務者は消費者、徴

税義務者は事業者と解されることからして、事業者

が消費者より徴収した消費税分は事業者自身が仕入

れの際に支払った消費税額を控除したもの以外全て

国に納付すべきものである。ところが、事業者が行

う仕入れの中には免税事業者からの仕入れも含まれ

ているところ。免税事業者からの仕入れには３％の

消費税が上乗せされていないにもかかわらず、消費

税法の定める税額控除制度はこれらの仕入れも含

め、全仕入れ額の約103分の３を仕入れに係る消費

税額として税額控除することを認めている。すなわ

ち同制度が、事業者が収入額の３％の消費税分を消

費者から徴収しているにもかかわらず、その一部を

国庫に納めなくてもよいことを認めている。この制

度は、事業者が納税義務者である消費者からの消費

税分を徴収しながら、過剰な控除を認めることによ

り、その一部を国庫に納めず、事業者が取得すると

いういわゆるピンはねを許したものである。また、

事業者免税点制度は、免税事業者が消費者からの消

費税分を徴収しながら、その全額を国庫に納めなく

てもよいということを認めている。この制度も、不

要な消費税分の転嫁を認めたことにより、全部のピ

ンはねを認めたものであるというものです。 

 この訴訟に対する判決は、原告の請求棄却でし

た。その判決理由は、消費税法及び税制改革法が、
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消費者が納税義務者であることはおろか、事業者が

消費者から徴収すべき具体的な税額、消費者から徴

収しなかったことに対する事業者への制裁等につい

ても全く定めていないから、消費税法等が事業者に

徴税義務を、消費者に納税義務を課したものとは言

えない。つまり消費税の納税義務者が消費者、徴税

義務者が事業者であるとは解されない。したがっ

て、消費者が事業者に対して支払う消費税分は、あ

くまで商品や役務の提供に対する対価の一部として

の性格しか有しないから、事業者が当該消費税分に

つき過不足なく国庫に納付する義務を消費者に対す

る関係で負うものではないというものでした。 

 要するにこの裁判の結果が示すところは、消費税

は事業者の納める直接税であって、消費者からの預

り金やピンはねした結果生まれる益税といったもの

が生まれる余地のある間接税ではないということで

す。 

 次に、この裁判の被告であった大蔵省の主張も、

以下、紹介しておきます。 

 消費税法第５条第１項は、事業者は国内において

行った課税資産の譲渡等につき、この法律により消

費税を納める義務があると規定しているのであっ

て、事業者が納税義務者であることは明らかであ

る。また、今次の税制改革において消費税の創設は

重要な意義を有しており、その円滑な実施と定着は

ぜひとも必要であると考えられたことから、消費税

の円滑、適正な転嫁の必要性を、納税義務者である

事業者のみならず、消費者にも理解されるようにと

の目的の下に、前期税制改革法に特に規定されたも

のである。したがって、右規定は、消費者を納税義

務者であると規定したものではないことは明らかで

ある。 

 なお、政府広報「消費税って何でしょう」には、

確かに原告らの主張のとおり、所得税あるいは法人

税の計算上、税抜きで処理する場合には税額分は預

り金とし、課税仕入れに含まれる税額については、

仕入税額控除対象額は仮払金とすることとの記載が

あるけれども、これはあくまでも消費税相当額を企

業会計上どのように取り扱うかという会計技術に関

する説明であり、消費税の納税義務者の問題とは無

関係である。そして、過剰転嫁、ピンはねの有無に

ついては、事業者が取引の相手方から収受する消費

税相当額は、あくまでも当該取引において提供する

物品や役務の対価の一部である。この理は免税事業

者や簡易課税制度の適用を受ける事業者についても

同様であり、結果的にこれらの事業者が取引の相手

方から収受した消費税相当額の一部が手元に残るこ

とになっても、それは取引の対価の一部であるとの

性格が変わるわけではなく、したがって税の徴収の

一過程において税額の一部を横取りすることにはな

らないと言っており、要するに消費税に益税などな

く、ピンはねもないと言っています。 

 なお、近年では、令和５年２月の衆議院内閣委員

会において財務省は、消費税は間接税や益税につな

がる預かり税ではないと答弁をしています。 

 この裁判は、消費税が事業者が納税義務者として

負担する直接税であることを示したものです。改め

て、消費税は事業者が納める直接税であることにつ

いて、執行部の認識を伺います。 

 また、事業者が取引の相手方から収受する消費税

相当額はあくまでも当該取引において提供する物品

や役務の対価の一部であるという点について、判決

理由は、繰り返しますが、消費税の納税義務者が消

費者、徴税義務者が事業者であるとは解されない。

したがって、消費者が事業者に対して支払う消費税

分はあくまで商品や役務の提供に対する対価の一部

としての性格しか有しないから、事業者が当該消費

税分につき、過不足なく国庫に納付する義務を消費

者に対する関係で負うものではないとしています。 

 これは、我々が買物をして、もらった領収書に消

費税10円と書いてあっても、それは消費者が本体価

格に加えて別に10円を納税したのではなく、あくま

で商品、サービスの対価の一部であるということで

す。つまり領収書に書かれていても、消費税は税抜

き本体価格に対して10％や８％分を上乗せされて徴

税されているのではなく、あくまで価格の中に含ま

れ、その一部として事業者の支払う法人税や固定資

産税、住民税などの直接税と同様に徴収をされてい

るのです。したがって、コンビニで108円のおにぎ

りを買っても、その108円のうち消費税に幾ら払っ

ているかは、法人税がそうであるように、固定資産

税がそうであるように、分からないのです。 

 消費税に対する一般的な認識とは全く違う私の認

識ですが、執行部にはどう捉えられますか、伺いま

す。 

 次に、立憲民主党は、食料品の消費税の税率を原

則１年間に限って０％に引き下げ、その後、給付や

所得税の控除を行う給付つき税額控除に移行すると
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しています。立憲民主党の言う給付つき税額控除と

は、所得の少ない世帯ほど消費税の負担割合が高く

なるという消費税の逆進性を緩和することを目的と

し、具体には、中低所得者世帯が負担する消費税の

半額相当を所得税の額から控除し、控除し切れない

分は給付することにより負担した消費税の一部を実

質的に還付するもので、例えば低所得者に10万円の

税額控除を行う場合、納付すべき税額が15万円であ

った人には、15万円引く10万円で５万円の納付を求

め、納付すべき税額が５万円の人には10引く５で逆

に５万円を給付するものです。その控除額または給

付額は一定の所得以上からは低減するものとするこ

とで、消費税の負担割合が相対的に高くなる低中所

得世帯に対象を限定をしています。 

 ところで、国税庁は、日本における給付つき税額

控除制度の執行上の課題について以下のように述べ

ています。 

 日本で給付つき税額控除が導入される場合、所得

税の課税最低限を下回る者への税額控除の正確な給

付は、執行上、それらの者の情報が確実かつ迅速に

確認できるといった執行上の基盤が整ってない状況

の下では容易ではない。給付つき税額控除制度を何

のために導入するのか。つまり低所得者支援か、子

育て支援か、就労支援か、消費税の逆進性対策かと

いった導入目的により、対象者の範囲や制度設計が

大きく異なってくる。例えば導入目的が低所得者支

援であれば、資産性所得を合算して受給要件を設け

る仕組みが考えられ、子育て支援であれば、子ども

１人当たり一定額の給付とする仕組みが考えられ

る。就労支援であれば、所得に応じて給付額が変動

する仕組みが考えられ、消費税の逆進性対策であれ

ば、所得の大小にかかわらず各人に一定額を給付す

る仕組みが考えられるとのことであります。 

 そして、公明党は、既に2017年４月の消費税10％

への引上げを前にした前年の３月、軽減税率よりも

給付つき税額控除を主張した民主党に対して次のよ

うに批判をしました。 

 まず、痛税感の緩和を実感できない点です。給付

つき税額控除は、低所得者のうち、所得税などの納

税者には減税をし、減税し切れない納税者や課税最

低限度以下の所得の人には現金を給付する制度。こ

のため、減税や給付はかなり後になり、日々の買物

の際には負担が軽減されず、痛税感を緩和できませ

ん。 

 さらに、制度を公正、公平に運用するのが極めて

難しい点。対象となる低所得者を絞り込む基準とな

る所得や資産を正確に把握するのは、現状では困難

です。また、資産の把握は要らないとの主張もあり

ますが、所得税がゼロでも、親の資産を食い潰して

悠々自適に暮らす人もいるし、会社員と自営業者で

は所得の把握率に差が生まれてくる。所得の多少だ

けで給付対象を決めてしまうと不公平を助長する可

能性がある。 

 また、国民に手間と負担を強いるという問題点も

あります。減税や給付を受けるには、国民一人一人

がわざわざ税務署や役所に申請をしなければならな

い。同時に、減税や給付の申請が膨大な数に上るた

め、申請を受け付ける側の税務署や役所も対応でき

ない等々と指摘をしています。 

 このように、この給付つき税額控除導入には、制

度設計と執行の複雑さのため、納税情報と給付情報

を適切に管理、連携する必要があり、制度の運用に

係る事務コストや行政の負担が多い。また、不正受

給のリスクもあります。制度が複雑になればなるほ

ど、制度の隙を突いた不適切な受給が発生するリス

クも高まります。これに対応するには厳格な監視体

制や審査手続が求められ、それによってさらに行政

コストが増大する可能性があります。 

 そして、何よりさきに見たように、そもそも消費

税は納税義務者が事業者である直接税です。何しろ

法律にそう書いてあります。消費税は事業者間の取

引に課せられる税であり、消費者が支払っているわ

けではありませんでした。 

 この夏、参議院選挙に敗北した自民党は、それで

も消費税を守り抜くということで、そしてさきに見

たように、この給付つき税額控除を批判し、この夏

の参議院選挙では自民党に押され税率の引下げを見

送った公明党とともに、早速その導入について立憲

民主党と協議に入りましたが、この給付つき税額控

除について、執行部はどのように捉えておられます

か、伺います。 

 さて、昨年12月、埼玉県議会は、適格請求書等保

存方式、インボイス制度の廃止を求める意見書を国

に提出をしました。この意見は、この制度ではイン

ボイス発行事業者ではない事業者からの仕入れでは

税額控除ができない。そのため、主に小規模事業者

や個人事業者である免税事業者は取引先からインボ

イス発行を求められ、発行できない場合は不当な値
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下げや取引の打切りを求められることがもともと懸

念をされていた。また、インボイス発行事業者には

消費税の申告、納付が義務づけられ、消費税免税事

業者の厳しい経営に税負担と事務負担の二重の負担

を与えている。小規模事業者等からは、減収や税負

担の増によって経営状況が悪化したとの切実な声が

上がっている。インボイスに係る事務負担が過大な

負担になっている。物価高騰により小規模事業者な

どの経営環境は一層厳しさを増しており、インボイ

ス制度に係る負担を小規模事業者等に求めることが

できる状況ではない等というものです。指摘のとお

りであろうと思います。 

 2023年10月導入以降、それまで消費税納税を免除

されてきた事業者がインボイスの発行により納税事

業者に転換した場合、３年間は納税額を売上税額の

２割に抑えられるとしていますが、本県におけるイ

ンボイス発行事業者、課税事業者への転換の状況は

どうなっていますか、まず伺います。 

 さて、本制度を導入した当時の衆議院財務金融委

員会における審議を見てみますと、課税の公平を理

由にした財務省の非情さというものがまず見えてき

ます。 

 財務省は、まずこのインボイス制度の導入によっ

て、僅か、たった2,480億円の増収を見込んでいま

す。さらに、財務省の想定では、農林水産業などを

除く課税売上げ1,000万円以下の免税事業者約372万

社のうち、約161万社がインボイス導入を機に課税

事業者になると想定をしています。そして、１社当

たりの年間負担額は、2,480億円割る161万社で15

万4,000円になるとしています。この消費税算出の

前提として、財務省は、課税売上げ550万円、課税

仕入れ396万円、付加価値154万円と想定をし、154

万円に10％を掛けて15万4,000円になるというわけ

であります。 

 これは、要するに年収154万円の人に年間15

万4,000の消費税を徴税するということです。年間

所得154万円とは、月収は12万8,000円。零細事業者

というよりは、ほとんど貧困層としての所得しか得

られない国民から月収以上の金額を奪い取る何とも

非情な想定であります。これが課税の公平だと言わ

れれば、それはそうかもしれません。しかし、それ

が在るべき税金の姿なのか。とてもうなずけませ

ん。 

 このインボイス制度、知事にはどのように捉えて

おられますか、お聞かせをください。 

 さて最後に、賃上げと消費税の項でも申しました

が、企業や事業者は従業員を正規職員として雇用す

るよりも、外注化や非正規の契約社員として雇用す

るほうが節税効果も出てくることから、この国の雇

用形態を不安定なものにするきっかけとなってしま

いました。また、付加価値にかけられる税であると

いうことは、マクロでいうとＧＤＰ、国内総生産に

かけられる税であるともということであり、この国

が成長することに罰を与えるものであるとも言えま

す。 

 そして、本日は議論できませんでしたが、輸出企

業にはこの国の消費税が、税は生産された場所や国

ではなく製品やサービスを消費する国で課税すべき

という仕向地課税主義の考え方から、輸出の際、そ

れまで例えばその輸出用自動車などにおける生産の

バリューチェーンの各段階において徴収された消費

税がそのままその企業に還付されるという、トラン

プ大統領もやり玉に上げた理解し難い優遇税制とな

っているという問題もあります。また、軽減税率

も、同様に大手食品メーカーには消費税が還付され

るという問題もあります。そして、何より消費税

は、赤字企業であっても決して課税を逃れることは

できません。こうしたことから、共産党やれいわ新

選組、参政党は消費税廃止を主張したのではないか

と思います。 

 いずれにせよ、これまで見てきたように、消費税

には様々な問題があり、その導入は失われた30年を

準備するものであった。そのようにも感じていると

ころです。知事には、この消費税についてどのよう

に考えられますか、所見をお聞かせください。 

 次に、本年４月、閣議決定をされた食料・農業・

農村基本計画に関連し伺います。 

 集落機能強化加算で直接支援をしている高齢者の

方々の見守りや雪下ろしは、例えば民生委員の仕事

であったり、役場の仕事であったりするようなもの

で、それはすなわち中央省庁レベルで言えば厚生労

働省の仕事であったり、総務省の仕事であったりと

いう、そういったものの仕事なのではないか。私た

ち農林水産省の仕事というのは、基本的にはもちろ

ん農業の振興というのがメインで、農業を支える場

としての農村の振興というのを受け持っているが、

これはあくまでも農業という業を起こすという、業

を振興するという、業が行われる場としての農村の
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振興ということなのであり、永続的に生活支援サー

ビスに類するものを支援し続けることができるかと

いうと、そこはなかなか難しい問題である。これ

は、昨年11月の中山間地域等直接支払いに関する第

三者委員会での農林水産省の発言です。 

 集落機能強化加算については、全国町村会や多く

の識者、そしてこの第三者委員会が強力に反対した

にもかかわらず、今回の見直しで集落●協定広域化

●加算、生産性向上加算とともに、廃止も含め、検

討されることとなりました。この加算は、これまで

営農ボランティアや就農体験のほか、高齢者の見守

りや送迎、買物支援、雪下ろしなど営農以外の分野

においても農村をしっかり支えてきました。23年度

は、全国で555協定が取り組み、本県ではその２割

に当たる13市町102協定が取り組んでいます。 

 今回の見直しと今後の本県の対応について伺いま

す。 

 次に、昨年11月、食料・農業・農村政策審議会企

画部会で農水省は、農業者を個人の主業経営体と副

業経営体、そして法人経営体とに分け、近年の増減

●ベース●や直近の年齢構成を基に、2030年時点の

経営体数を予測。2020年時点の１経営体当たりの平

均的な耕作面積を掛け合わせて、30年時点でどのく

らいの農地が耕作されているか算出した結果を示し

ました。試算は、土地利用型作物、露地野菜、施設

野菜、果樹野菜の４品目に分けて行われました。 

 それによりますと、経営体の数は2020年の108万

個から30年には54万個に半減。法人経営体数は１万

個増えて５万経営体になる一方、個人経営体は主業

が23万個から11万個に、副業的経営体は81万個か

ら38万個に減少。耕作面積は2020年の265万ヘクタ

ールから、東北地方の耕作面積に匹敵する92万ヘク

タールが減少し、173万ヘクタールになるとのこと

です。耕作されなくなるおそれのある農地を品目別

に見ると、最も多いのは土地利用型作物の74万ヘク

タール。2020年の耕作面積の３分の１に当たりま

す。次いで、果樹の10万ヘクタールで、20年の20万

ヘクタールから半減をします。 

 耕作面積縮小の影響をいかに食い止めるか。同省

は、農地の集積、集約、大区画化、スマート農業技

術の導入などを掲げています。規模を拡大し機械化

を進めることで、担い手がより少ない時間で効率的

に作業ができるようにするのが狙いです。しかし、

規模拡大と機械化を進めるとしても、今の担い手で

農地を維持するには限界があります。 

 そこで欠かせないのが多様な農業者の確保。23年

の農業経営体のうち、個人経営体の割合は96％と大

半を占めています。規模別に見ると、経営耕地面積

１ヘクタール未満の農業経営体の割合は52％。家族

農業や女性、移住者などの多様な人材なくして耕作

面積の維持は難しく、農村も活性化をされません。 

 本県においても状況は同じ。多様な農業人材の確

保について、執行部はどのように考えられますか、

改めてお聞かせをください。 

 また、農地の集積、集約化、大規模化、スマート

農業技術の導入などといっても、中山間地域が大宗

を占める本県においては、かねて言われてるように

限界があります。本県における今後の農業の方向を

どう考えるか、これも改めてお聞かせをください。 

 あわせて、第２期農林水産基本計画をスタートさ

れたばかりの本県ですが、将来的な経営体数や耕作

面積の推移について、県として一度試算してもよい

のではないかと考えます。いかがお考えか、伺いま

す。 

 最後に、農業者の急減が最大の課題であり、農業

に人を呼び込むには所得の向上と農産物の価格転嫁

が必要であるとして、農水省はさきの通常国会で農

畜産物の適正な価格形成に向けた関連法を成立をさ

せました。 

 今回成立した食料システム法。全品目の売手と買

手に対して、価格交渉へ誠実に臨むよう努力義務を

課し、取組が不十分な事業者には国が指導や勧告を

行うことを柱とし、指定した品目には農家が価格転

嫁の根拠にできるコスト指標を作成する。目下、来

年４月の全面施行へ、指標の対象品目など、制度の

詳細を詰めています。 

 ちなみに本来ならこの所得の問題、欧州方式の農

家への所得補償かアメリカ式の再生産可能な価格の

保障を行って農家の所得を引き上げ、同時に消費者

に安く売ればよい。要するに生産者が必要とする価

格と消費者が望む価格の乖離を政府が財政支出で解

決すればよいのですが、緊縮財政をモットーとする

自民党政権はそれをやろうとは絶対にしません。 

 そうはいっても、希望を持って農業を続けていく

には、最低限、適正な価格の形成は欠かせないと思

っています。実効性ある仕組みづくりを急いでほし

いと思います。 

 来年４月施行に向けた国の仕組みづくりの状況に
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ついてお聞かせをください。 

 さて最後に、公安委員会におかれましては、先般

７月に錦田剛志委員長が御就任になられ、８月には

中村振一郎警察本部長が着任をされ、トップが一新

をされたところです。 

 そこで、錦田公安委員長には、これまでの御経験

を生かした御活躍を期待しておりますが、委員長就

任に当たっての抱負を、また中村本部長には、県民

の安心・安全確保の実現に向け、どのように取り組

んでいかれるか、お考えをそれぞれお伺いをしたい

と思います。 

 以上をもちまして私の代表質問といたします。ど

うもありがとうございました。（拍手） 

▼○議長（池田一）▽ 丸山知事。 

 〔丸山知事登壇〕 

▼○知事（丸山達也）▽ 中村議員の代表質問にお

答えいたします。 

 最初の御質問は、参議院議員選挙において各政党

が主張した食料品の消費税率０％への軽減措置に対

する評価についてであります。 

 この７月の参議院議員選挙におきまして、複数の

政党が食料品の消費税率を０％にするという旨の公

約を掲げられたとこでございます。例えば食料品の

消費税率を時限的に０％に軽減するというものがあ

りました。こういった考え方というのは、幅広い品

目で、つまり食料品以外も含めて、全てで恒久的な

減税をするということの財政への影響が大変大きい

ので、品目を絞る、またこの期間を絞るといった形

で恒久的な減収を回避しようという工夫として考案

されたというふうに受け止めております。 

 なお、議員からは、消費税率を０％にしたところ

で、利用者はそれをしなきゃいけない義務はないの

で、実質的な値上げをされてしまえば同じじゃない

かというようなお話がありましたけれども、一応競

争環境だったり取引の中で相手方があるということ

でありまして、多くの場合はこの値上げ、実質値上

げ、便乗値上げみたいなことをできる方々は比率と

しては僅かだというふうに思いますので、一応下が

るという前提でお答えをさせていただきます。 

 しかしながら、こういった軽減、一定の期間内と

いうそういった期間内に経済環境や国民の暮らしを

改善して、食料品の消費税率を元に戻す、戻せる状

況に転換していくっていう道筋だったり、それを道

筋をつけていく政策の提示や説明が不足していたの

ではないかというふうに考えるところでございま

す。そのため、食料品に限定した消費税率の軽減

が、結果としては広く国民の皆さんの支持を得ると

いう結果には参議院選挙上はならなかったというふ

うに理解をしているところでございます。 

 次に、消費税は日本の雇用や雇用形態に影響をも

たらす問題の多い税制ではないかということについ

ての所見をお答えいたします。 

 議員御指摘のとおり、社員を直接雇用した場合の

人件費にはいわゆる消費税相当分が含まれておりま

せんので、消費税の仕入れ額控除の対象にはならな

い、なりませんけども、人材派遣や業務委託を利用

した場合の支払い額にはその中に消費税相当分が含

まれておりますので、仕入れ額控除の対象になると

いうことは事実でありますけども、これはこれで理

屈のある取扱いの違いであるというふうに理解をい

たしております。 

 他方で、非正規雇用の増加というのは、バブル経

済の崩壊後、我々が、みんなが知ってるような大企

業が大変な経営危機に陥ったり、金融機関、今はメ

ガバンクといいますけど当時は都銀といいました

が、大きな銀行が倒産したり、他行と合併したりと

いうそういった状況が続いたということで、大企業

ですらその事業継続の危機にさらされたということ

を受けて、固定費であります人件費を削減しやすく

するということや、景気や業績の状況に応じて人件

費を変動させることができるようにするというふう

な観点から、給与水準が比較的低く、雇用調整が容

易な非正規雇用を増やせるように経済界が政府に強

く要請し、それを受けて労働者派遣制度の改正、対

象拡大が重ねられてきたということが大きな要因で

あるというふうに考えております。 

 こういった労働者の派遣制度また請負といった枠

組みというのは、先ほど申し上げましたように、日

本の名立たる企業も苦境に陥ったというその厳しい

経済環境、日本経済の中で最も厳しい経済環境下に

おいて、それに対応するために導入されたものであ

りまして、今は日経平均株価が余裕で４万円を超え

るといった史上最高値を更新してるような状況であ

りますし、所得格差の拡大、現役世代の雇用の不安

定化といったことが少子高齢化、少子化を進展させ

ているというのは、これは明らかにありますので、

こういった今の現状制度を今の時期においてもその

まま維持するということが適当なのかどうかという
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ことを再考しなきゃいけないというふうに思ってお

りますし、再考していただきたいと思っておりま

す。 

 次に、給付つき税額控除についての所見でござい

ます。 

 これらの制度論という話と、事実上は基本的には

減税政策ですね、中低所得者層の平均的な消費税支

払い額の半分程度を減税をしていこうということな

ので、基本、定額減税ですけども、納税額が少ない

方、また非課税の方には減税する余地がありません

ので、そこの部分は給付で補っていこうということ

でありますので、基本的には減税制度、つまり財政

上の減収と追加支出が生じますので、財政収支が悪

くなるという政策であります。したがいまして、こ

れをどういう規模で実施するのかというのは、今の

理屈で言うと標準的な中低所得者層の消費税額の半

分とかという形で決まるのかもしれませんけども、

そういったことが財政上可能なのか、または財政

上、行うとした場合に、普通に考えれば収支が悪化

する部分を赤字国債で埋めていくっていうことで対

応するのか、それともどこかの分野の歳出削減をし

ていくということであるのかということの前提論が

まず議論されなきゃいけないという事柄だと思いま

す。 

 加えて、議員から御指摘のあったその技術論をど

ういうふうに克服していくかということでありまし

て、所得の把握や税額控除、給付といった新たな業

務を実施するための行政コストがいかほどになるの

かということ、また既存制度であります生活保護な

どの現行の社会保険制度とどういうふうに整合性を

保っていくのかといった課題があるとされておりま

すので、導入に当たっては綿密な制度設計が必要に

なりますし、先ほど申し上げました財政上の可否と

いいますか、財政上どう取り扱うのかということと

併せて検討されなければならないというふうに思っ

ておるとこでございます。 

 今後、進むこととされています与野党の協議にお

きましては、こうした課題をどういうふうに解決で

きるのか、解決できるのか、そもそも、どういうふ

うに解決するのかということを十分に検討していた

だくことが必要であるというふうに考えているとこ

でございます。 

 次に、インボイス制度についてへの所見を申し上

げさせていただきます。 

 インボイス制度は、令和元年10月から食料品等に

対します軽減税率と標準税率の複数税率となったこ

とに対応するために、令和５年10月から導入されて

おりまして、税の透明性や公平性を確保する上で必

要な制度とされているところでございます。 

 インボイス制度の導入前において、課税売上高

が1,000万円以下の小規模事業者は消費税の納税義

務が免除されておりましたけども、制度導入後、こ

うした小規模事業者がインボイスを発行する場合に

は、課税事業者として新たに消費税の申告及び納付

が必要となります。 

 小規模事業者に対しましては、負担軽減措置とし

て、納付税額の売上げにかかる消費税の２割とする

ことができる取扱いが令和８年９月末まで設けられ

ているものの、日本商工会議所と東京商工会議所が

実施した導入後の調査によりますと、事業者から新

たな事務の負担が発生してるというふうに訴える声

が上げられております。これは私も最初は理解して

ませんでしたけども、小規模事業者だけではなくて

全ての納税義務者、事業者に追加の事務負担が発生

してるということを含めてであります。 

 課税の精緻さとかべき論を精緻に求めていくとい

うことになれば、インボイス制度は複数税率となっ

ている現在の消費税制度においては必要と考えられ

ます。けれども、先ほど申し上げましたように、経

過措置期間として、複数税率の導入は令和元年10月

から、インボイスの導入は令和５年10月から。つま

りそこまでの精緻さは求めないという政治の割り切

りができるかどうかということでもあろうと思いま

すが、残念ながら今は法律に基づいて導入をされて

いるってことでありまして、その法律の導入に当た

りましては、国会で賛成多数で成立してますので、

そこは精緻さを求めるというふうに国会で決められ

てるという状況であります。これを変えていこうと

思えば、これは政治の力でやるしかないわけです。

税制論の精緻さで言うと求めるべきとなりますけど

も、それはもう政治の力が必要でありまして、正直

申し上げて影響を受けられる小規模事業者の方々が

声を上げて、その声を商工団体、経済団体などを通

じて強く訴えていかないと、制度の見直しが行われ

ることは難しいんではないかというふうに考えてお

るとこでございます。 

 最後に、消費税の導入がこの長期の経済停滞、失

われた30年を招いたのではないかということについ
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ての所見を申し上げます。 

 失われた30年と言われております1990年代、バブ

ル崩壊以降の日本経済の長期停滞は、金融緩和に伴

って発生したバブルの崩壊、また引き続くアジアの

通貨危機やＩＴバブルの崩壊、またリーマン・ショ

ックといった経済危機が続き、これらに対応するた

めに、経済社会側も派遣制度の適用の拡大など、制

度改正が行われましたし、そういった経済環境とそ

れに伴う様々な経済社会側の対応が複合的に影響し

たものだというふうに考えております。消費税は最

終消費者の負担を増やすものでありますから、構造

的に消費の抑制要因となるというふうに思いますの

で、消費税が個人消費を抑制する要因になったとは

当然思いますけれども、これが長期停滞の主たる要

因と言い切るに至る根拠を私自身は持ち合わせてい

ないところでございます。 

 現状を申し上げますと、消費税収を充てることと

されている社会保障給付自体が、少子高齢化、とり

わけ高齢化が進行する中で、現在、●令和●元年の

消費税導入時と比べまして約３倍の規模等に達して

いる、膨らんでいるという状況にございます。ま

た、消費税の収入は、地方公共団体の財源保障に使

われます地方交付税の原資分を含めますと、約４割

が地方公共団体の財源となってる状況にございま

す。したがいまして、現状においては、安定した社

会保障給付や地方自治体におきます標準的な行政サ

ービスを全国で展開するということにとって、重要

な役割をこの消費税が果たしているという状況にあ

るというふうに考えているとこでございます。 

 私からの御答弁は以上でございます。 

 先ほどの失われた30年の御答弁の中で、社会保障

経費の増加状況につきまして、約３倍に膨らんでい

るというふうに申し上げた際の起点を令和元年と申

し上げましたが、正確には平成元年でございまし

た。したがいまして、平成元年の消費税導入時と比

べて社会保障給付費が約３倍に膨らんでいるという

ことが正確でございました。おわびして訂正をさせ

ていただきます。 

▼○議長（池田一）▽ 野間総務部長。 

 〔野間総務部長登壇〕 

▼○総務部長（野間哲人）▽ それでは初めに、消

費税における納税義務者の認識についてお答えをい

たします。 

 ただいま議員から御指摘のありましたように、消

費税法には納税義務者が事業者と定められていると

ころでございまして、事業者が納税義務者であると

いう認識を持っているところでございます。 

 次に、軽減税率の導入による関係事業者の負担の

増加についてでございます。 

 御質問の事例でございますと、売上げに係る消費

税額から仕入れに係る消費税額を差し引き、国へ納

付する税額は、議員御指摘のとおり、10円増えると

いうこととなります。一方で、軽減税率の導入によ

りまして、仕入れ業者に支払う消費税に相当する額

は10円減少しておりますので、飲食店としての損得

は生じないというふうに考えているところでござい

ます。 

 次に、御質問の裁判例に係る認識についてお答え

をいたします。 

 御質問の平成２年東京地裁判決は国会でも取り上

げられてるというところで、消費税が直接税である

か、間接税であるか、議論がされてございます。消

費税は、価格への転嫁を通じて最終的には消費者が

負担するものの、事業者が売上げにかかる税額から

仕入れにかかる税額を控除して納税するという仕組

みであるため、国会では間接税に該当すると●  

  ●いるというふうに認識をしているところでご

ざいます。 

 次に、消費税に対する認識についての御質問につ

いてお答えをいたします。 

 議員御紹介のコンビニの例につきましては、一般

的な認識がどのようなものであるかについては必ず

しも定かではないのかなというふうに考えておりま

すが、一方で消費税につきましては、消費税、間接

税にかかわらず、価格転嫁であるとか、逆進性、事

業者の事務負担の増加などの課題につきまして、国

会で様々に議論されているというふうに承知をして

いるところでございます。税制の在り方につきまし

ては、公平、公正な制度であるべきというふうに考

えておりますので、消費税につきましても、引き続

き国会において適切に議論されるものであるという

ふうに考えているところでございます。 

 最後に、本県におけるインボイス発行事業者、課

税事業者への転換状況についてでございます。 

 広島国税局によりますと、令和６年３月31日現在

の島根県内のインボイス発行事業者数は約１

万8,000事業者となってございます。そのうち、令

和６年１月31日現在で免税事業者の総数は不明であ
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りますけれども、免税事業者からインボイス発行事

業者となった事業者数は約5,000事業者、課税事業

者の総数は推計で約１万4,000事業者、これは令和

５年３月末時点でございますけれども、１万4,000

社だったものが、課税事業者からインボイス発行事

業者となった事業者数は約１万3,000事業者でござ

います。 

 私からは以上でございます。 

▼○議長（池田一）▽ 山本農林水産部長。 

 〔山本農林水産部長登壇〕 

▼○農林水産部長（山本拓樹）▽ 初めに、中山間

地域等直接支払いの今回の見直しと今後の本県の対

応についてであります。 

 中山間地域等直接支払いについては、本年度から

第６期の対策期間が始まり、新たに２つの加算措

置、すなわち複数の協定が連携し、リーダー的な人

材の確保と営農継続に取り組むネットワーク化加算

と、スマート農業による作業の省力化や効率化を図

るスマート農業加算、この２つの措置が創設されま

した。 

 議員御指摘の集落機能強化加算につきましては、

経過措置が設けられ、非農業者が協働活動に１割以

上参画する場合等には、前期の対策から引き続いて

取り組むことができるとされたところです。 

 県としましては、これらの加算措置を活用して、

多くの協定が将来に向けた営農活動を継続的に行う

ための体制づくりに取り組んでもらえるよう、市町

村と連携して推進してまいります。 

 また、現在、農林水産省では令和９年度に向けた

水田政策の見直しの議論の中で、この中山間地域等

直接支払いの支援の拡大等が検討されているところ

です。県としましては、この見直しが地域の実情を

踏まえた制度設計となるよう、国に対して要望する

とともに、検討状況を注視してまいります。 

 次に、多様な農業人材の確保についてお答えいた

します。 

 中山間地域など条件不利地が多い本県の農業は、

認定農業者等の担い手に加えて、それ以外の農地の

受け手や集落営農の機械作業オペレーター、あるい

は地域の協働活動に参加する人など、様々な人の手

によって維持されていくものと考えております。こ

のため、県では、定住等を契機に農業を始める方や

半農半Ｘの実践者などの確保を進めてまいりました

が、今年度からは新たに集落営農組織が地域の出身

者の作業参加を促す取組等の支援を開始しており、

こうした取組を組み合わせながら、引き続き地域の

営農に関わる多様な人材の確保を進めてまいりま

す。 

 次に、本県における今後の農業の方向についてお

答えいたします。 

 本県の農業、農村の維持、発展には、農地の受け

手となる担い手が経営を継続していくことが重要で

あることから、今年度からスタートした第２期農林

水産基本計画では、新規就農者や集落営農法人など

の担い手を確保するとともに、水田園芸や有機農

業、あるいは米の収量、品質向上やコスト削減等の

収益性を上げていく取組を進めているところです。 

 担い手が経営を継続していくためには、基盤整備

やスマート農業技術の導入、農地の集積、集約化の

推進などにより営農環境を整えていくことが重要と

考えており、平たん地域では圃場の大区画化と併せ

て自動操舵トラクターなどのスマート農業機械の導

入を進める一方で、中山間地域においては、畦畔を

機械除草できるように幅を広くするほか、自動給水

栓の導入等によって遠距離圃場の水管理を省力化す

るなど、取組を進めているところです。 

 このように、平たん部、中山間部それぞれの地域

の実情に合わせて、スマート農業の導入やきめ細や

かな営農基盤の整備を行うとともに、担い手の所得

確保を進めることで、持続可能な農業、農村を実現

してまいります。 

 次に、将来的な経営形態や耕作面積の推移の試算

についてお答えします。 

 県では、第２期農林水産基本計画の策定の際に、

耕地面積そのものではありませんが、水田面積につ

いて、過去の趨勢を基に将来予測をしております。

この分析では、水田面積が2023年から2029年までの

６年間で約８％減少する見込みであることから、こ

の減少スピードを抑制するために、広域での営農維

持や多様な農業人材の確保を重点推進事項として新

たに計画に位置づけたところです。 

 農業経営体につきましては、国と同様の手法によ

る将来予測はしておりませんが、今年度、５年ごと

に国が実施する農業センサスの結果が公表されるこ

とから、そのデータを整理分析した上で第２期基本

計画を着実に進めてまいります。 

 最後に、食料システム法の施行に向けた国の価格

形成の仕組みづくりの状況についてお答えいたしま
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す。 

 いわゆる食料システム法につきましては、来年４

月の施行に向け、現在、国において農産物等の売手

と買手の価格交渉のベースとなる品目ごとのコスト

指標の作成に向けた取組を進めています。具体的に

は、国の協議会において、米、野菜、牛乳、豆腐・

納豆の４つの品目群につきまして、指標を作成する

品目や産地、作成に活用するデータ、作成した指標

の運用方法等について協議されているところです。 

 県では、一般的に農畜産物を含む食品の生産者や

加工業者は、小売など流通業者との取引において、

価格形成等の面で不利な立場にあると認識しており

ます。本法律によりまして、価格形成のプロセスに

一定の規律が導入され、こうした立場の弱い事業者

を支える仕組みとなることが期待されることから、

引き続き具体的な制度の検討状況について注視して

まいりたいと考えております。 

 以上です。 

▼○議長（池田一）▽ 錦田公安委員会委員長。 

 〔錦田公安委員会委員長登壇〕 

▼○公安委員会委員長（錦田剛志）▽ ７月12日付

で公安委員長に就任いたしました錦田剛志でござい

ます。 

 公安委員長就任に当たっての抱負についてお答え

します。 

 私は、現在、家職でありますところの●万九千神

社●の宮司をしております。元は歴史学、考古学を

専攻しまして、県教育庁の研究職、学芸員として、

発掘調査をはじめとする文化財保護事業や県立古代

出雲歴史博物館の開設などに携わりました。40歳で

公務員を退職した後は、県や市町村の文化財、景

観、観光、教育行政に各種委員やアドバイザーとし

て関わってまいりました。こうした経験とこれまで

の公安委員の活動を踏まえ、県警察とはこれからも

適切な緊張関係を保ちながら、県民の平安な暮らし

を守るために警察はいかにあるべきか、共に知恵を

出し合い、語り合い、行動してまいります。 

 県警察を管理するという重責を担うに当たり、２

点申し上げます。 

 １つ目は、公安委員制度の原点に立ち戻った活動

であります。公安委員会制度設立の理念をしっかり

と認識し、強い執行力を有する県警察が県民とかけ

離れた組織とならないよう、警察行政の民主的運営

と政治的中立性を確保すべく努力してまいります。

そのためには、歴史学と同じく、健全な批判精神を

基とする実証主義と客観的判断を重んじ、県民の立

場を第一に考え、県警察が県民の信頼と協力を得て

その任務を全うするよう指導してまいります。 

 ２つ目は、県警察の活動を多くの県民に知ってい

ただくことであります。これまで県警察職員のそれ

ぞれの現場での懸命な働きぶりを見てまいりまし

た。県民を守るために、多くの職員が高い志と責任

感を持ってひたむきに励む姿を拝見し、感銘を受け

ました。警察とは何と誇り高い仕事だと率直に思う

ことが度々ありました。健全なる警察活動の推進

は、県民の理解と協力があってこそです。県民とと

もに築く安全・安心な島根の実現には、人々の警察

への絶対的な信頼が必要であります。警察の諸活動

をより一層周知を図るべく、積極的な広報活動の重

要性を助言してまいります。県民の正しい理解とエ

ールによりまして、現場の士気は大いに高まるもの

と思われます。また、県警察への就職を目指す正義

感あふれる若者、優秀な人材の確保にもつながるも

のと思います。 

 以上、所信の一端を申し上げました。県民の皆様

には、公安委員会と県警察に対しまして一層の御理

解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

▼○議長（池田一）▽ 中村警察本部長。 

 〔中村警察本部長登壇〕 

▼○警察本部長（中村振一郎）▽ ８月22日付で警

察本部長に着任いたしました中村でございます。 

 警察本部長として、県民の安全・安心の確保の実

現に向け、どのように取り組んでいくのかについて

申し上げたいと思います。 

 １点目は、特殊詐欺等の被害防止対策の推進であ

ります。特殊詐欺の被害金額は昨年に比べて大幅に

増加しており、警察官を名のる手口による被害が発

生しているほか、海外からの電話による犯行も見ら

れる状況にあります。これらの対策としましては、

国際電話利用休止申込みの支援、金融機関やコンビ

ニエンスストアと連携した水際阻止対策を推進する

ほか、被害の発生状況に応じた広報啓発活動を推進

してまいります。また、特殊詐欺等につきまして

は、匿名流動型犯罪グループの実態解明を進め、首

謀者や指示役等の検挙、犯罪収益の剥奪などを強力

に進めてまいります。 

 ２点目は、交通死亡事故の抑止であります。島根

県における令和６年の死者数は９人と、全国最少と
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なりましたが、本年は既に昨年の死者数を上回って

おり、依然として貴い命が失われております。これ

らの対策としましては、交通事故の死者、重傷者の

割合が高い速度、飲酒、高齢者に重点を置いた取組

を集中的、強力に推進してまいります。 

 ３点目は、テロ等の未然防止と災害等への的確な

対処であります。我が国では、これまでローンオフ

ェンダー等による違法行為が発生しているほか、近

年、自然災害は全国的に甚大化、頻発化の傾向にあ

り、県内でも大雨による水害や土砂災害が発生して

おります。これらの対策としましては、島根原子力

発電所などの重要施設に対する警戒警備の徹底や情

勢に応じた警衛警護など的確な警備諸対策を推進す

るとともに、実践的な合同訓練を行うなど、大規模

災害などの緊急事態の発生に備えた対処能力を向上

してまいります。 

 以上、３点申し上げましたが、各種施策の推進に

当たっては、警察の力だけではなく、自治体をはじ

め関係機関や団体、各種ボランティアとの連携が不

可欠であります。引き続き、県民の皆様の御理解と

御協力を得ながら、安全で安心な地域社会の実現に

向け、職員一丸となって取り組んでまいります。 

▼○議長（池田一）▽ この際しばらく休憩し、午

後１時から再開いたします。 

 


